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＜ 要　約 ＞

新型コロナウィルスのパンデミックは、世界経済に甚大な経済的混乱を引き起こ

し、特に男性起業家よりも女性起業家が大きな影響を受けている。パンデミックの

前例のない脅威によって手元資金が減少し、事業破綻に対する不安が高まったた

め、感情の安定性や組織的な回復力が低下した。本研究は、新型コロナウィルス

危機下の仕事による家族生活への負の干渉が、女性起業家の撤退意図に影響を与

えたかどうかについての知見を深めるものである。日本の女性起業家618名のデー

タを用いて、仕事と家庭の葛藤と撤退意図との関係は、職務不満感によって媒介さ

れていることが明らかになった。幼児（1 ～ 4歳）が存在する場合には、仕事と家

庭の葛藤が起業活動からの撤退意志に与える間接的効果がより高まることが証明さ

れた。この結果から、女性起業家が経験する仕事と家庭の対立が撤退の意図に影

響を及ぼす調整媒介メカニズムに関する貴重な洞察が得られる。本研究は、女性

起業家が仕事と家庭の接点で直面する困難に影響を及ぼす家族の状況について、

社会におけるジェンダー・システムの観点から考慮することの重要性に光を当てる

ものである。
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序論

女性起業家は、国家の経済的繁栄を持続さ

せ る 上 で 実 に 重 要 な 存 在 で ある（Global 

Entrepreneurship Monitor, 2021）。これまで政

策立案者や研究者は、成長を推進し、エンパワ

ーメントを促進するために女性の起業家精神を

育む方法を模索してきた（Venkatesh et al., 

2017）。グローバル・アントレプレナーシップ・

モニター（2021年）によると、世界中で約2億

7400万人の女性がスタートアップ事業を営ん

でおり、1億3900万人の女性が、確立された事

業を所有または経営している。そのため、女性

の起業家精神は集中的に研究されてきた（Foss 

et al., 2019）。

しかし、進行中の新型コロナウィルス感染症

の課題は、女性起業家に悪影響を及ぼしている。

Diana International Research Institute（DIRI）

による最近の調査で、Monolovaら（2020）は、

女性起業家の67.4%が収益の大幅な減少を被っ

ていると報告した。英国では、女性起業家は男

性起業家よりも悪影響を受けており、その72%

が取引量の減少を経験した（Stephan et al., 

2020）。ドイツでは、男性起業家の47%と比較

して、女性起業家の63%が収入の減少を経験

した（Graeber et al., 2021）。また、Graeberら

（2021）の研究では、男性起業家の46%に対し

女性起業家の54%が、パンデミック中に労働時

間を短縮したことが明らかにされた。

同時に、女性起業家は男性起業家以上に仕

事と家族の役割のプレッシャーを経験する傾向

にある。女性起業家は、ほとんどが零細企業や

中小企業を経営しているため、パンデミックな

どの経済危機に対してはより脆弱である可能性

が高い。男性起業家と比較して女性起業家は、

多くの場合、資金調達の選択肢や技術的手段、

ネットワークのつながり、および事業に対する

制度的支援の不足に苦しんでいる（Global 

Entrepreneurship Monitor, 2021）。さらに、女

性の起業は、新型コロナウィルス感染症によっ

て経済的に脅かされているサービス、ホスピタ

リティ、小売業などのセクターに集中する傾向

がある（Rigioni et al, 2021）。これらの業界は

参入障壁が低く過酷な競争のため、女性起業

家がビジネスモデルを調整することは極めて困

難である（Manolova et al., 2020）。女性起業家

は一般的に経済的により弱い立場にあるだけ

でなく、危機対応力が乏しいため、新型コロナ

ウィルスの感染拡大は、世界中で男女平等格差

をさらに悪化させることになった（OECD, 

2021）。過去の危機的経験からの知識を効果的

に活用出来ないため、新型コロナウィルスのパ

ンデミックによって引き起こされた前例のない

経済的混乱は、女性起業家に非常に困難な課
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題をもたらした（Afshan et al., 2021）。

組織行動の分野では、従業員が経験する仕

事と家庭の葛藤（WFC）と職業上の幸福感と

の間の関係は、学者から大きな関心を集めてい

る（Wayne et al., 2017など）。しかし、女性の

起業家精神という文脈において、仕事と生活の

不均衡がどのように仕事への満足度を損なうか

という問題については、ほとんど知られていな

い。また、仕事に対する女性起業家の不安やス

トレスという観点から、新型コロナウィルス感

染症の危機によって引き起こされたWFCが、

どのように事業継続意図に対して悪影響を及ぼ

しているかについての知識も限られている。男

性起業家と比較して女性起業家は、危機に対

応して事業活動に対処し、適応させる必要があ

ると同時に、家族に対する過度な責任も引き受

けなければならない。したがって、本研究の目

的は、日本の女性起業家の独自のクロスセクシ

ョン・データセットを使用し、COR理論と

JD-Rの考え方を応用して、女性起業家が直面

する仕事と私生活の摩擦と撤退意図の関係性

を明らかにすることである。撤退意図に対する

WFCの間接的な影響が、女性起業家に心理的

資源を使い果たすことを強いるさまざまな家族

の状況（すなわち、女性起業家に幼い子供が

いて世話をしているか）によって決定されるか

どうかを調べる。

本論文の構成は次の通りである。次節では、

日本の状況の詳細分析を行い、続いて、日本の

女性の起業家精神の文脈における仕事と生活

の葛藤メカニズムに関する理論的枠組みと一連

の仮説について考察する。その後、分析方法を

提示し、主要な実証結果を提供する。最後に、

調査結果の理論的・政策的インプリケーション

について考察する。

背景、理論的枠組み、および仮説の展開

背景

多くの政策立案者や研究者は、日本の長引く

経済不況に取り組むための鍵として、日本にお

ける女性の起業家精神の促進を強調している

（Futagami & Helms, 2009）。非常に興味深い

のは、自立、自由、自己実現への欲求を満たす

ために自分自身の事業を始めて成長させること

を熱望する才能のある女性の数が増加している

ことである（リクルートワークス研究所、2018）。

安倍晋三元首相は、女性の起業をアベノミクス

の重要な部分と見なし、日本の女性起業家を支

援するためのさまざまな措置を導入した

（McKinsey Global Institute, 2018年）。

しかし、高学歴の日本人女性が多いにもかか

わらず、他の先進国と比較すると、日本の女性

起業家の数はとても少ない。マスターカード女

性起業家インデックスの2020年報告書によれ

ば、日本の女性は依然として産業界で過小評価

され続けており、家事と育児の責任に関して日

本で最も深刻な男女格差があることが示されて

いる。グローバル・アントレプレナーシップ・

モニター（GEM）の2017 ～ 2018年次報告書

によると、日本は、起業に関する自己認識につ

いての4つの側面のうちの3つ、すなわち、認

識された機会、認識された能力、および起業意

図の側面で、調査対象の54か国中最下位とな

っている。2017年の調査結果はまた、日本が

初期段階の起業活動（TEA）全体で最下位の

5か国の一つであることも示している。特に、
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日本人女性は、日本人男性よりも起業活動に参

加する可能性が低い。日本の女性起業家と男

性起業家の比率は0.44である。グローバル・ア

ントレプレナーシップ・モニターの2020/2021

年報告書によると、社会的・文化的規範におい

て、調査対象45か国中日本は38位である。こ

のことは、日本の家父長的な規範が、男女平等

な起業家エコシステムの構築に制約を課してい

ることを示唆するものであるが、起業家精神の

育成は、日本の新型コロナウィルス後の経済回

復を確保する上で重要である。

従来、女性を締め出してきた障壁には、一般

的および特定の人的資本の欠如（Welsh et al., 

2014）、ロールモデルの少なさ（Futagami & 

Helms, 2009）、および銀行融資へのアクセス制

限（Higuchi & Kodama, 2014）などがある。

これらの問題は、日本の労働市場における専門

的役割から女性を伝統的に阻んできた制度化さ

れた男女格差に由来する可能性がある（Cooke, 

2010）。この保守的な社会秩序は、日本人女性

が能力やスキルを効果的に活用することを阻

み、部外者であるかのように思わせることが多

く、このことが起業家精神という点で劣等感を

生み出している。同様に、女性が起業するとい

うことは、母親や介護者、主婦としての女性の

性別に基づく役割が崩れるということで、従来

からそれによって日本の社会における伝統的な

社会秩序を非制度化するものであると考えられ

ている（Bobrowska & Conrad, 2017）。したが

って、日本社会に深く根付いている明確な男女

の役割と階層は、キャリアの見通しに対する女

性起業家の自信を失わせる可能性があり、

（Amatucci & Crawley, 2011）その正当性を制

約する可能性さえある（Liu et al., 2019）。

理論的枠組みと仮説の展開

新型コロナウィルス関連のさまざまなストレ

ス因子から起業結果が予測される複雑なプロセ

スを説明する概念的枠組みを構築するにあた

り、以下複数の観点の組み合わせが考えられる。

（1）COR理 論（Hobfoll, 2001） お よ び（2）

JD-Rモデル（Demerouti et al., 2001）である。

これまでの関連文献を見ると、新型コロナウィ

ルス感染症危機に直面した女性起業家の撤退

意図にWFCが及ぼす有害な影響を明らかにす

るにあたって、職業上の幸福感との関連性を徹

底的に考察したものはない。本研究では、仕事

と家庭の葛藤と撤退意図との関係性を概念化

し、実証的に検証した。図1は本稿の概念モデ

ルを示している。

図1 概念モデル

仕事と家庭の葛藤 職務不満感 起業家の
撤退の意向

小さな子供の
存在
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組織行動の主要な理論であるCOR理論

（Hobfoll, 1988, 1989）は、仕事環境でストレス

が発生するメカニズムの理解に役立つ。それは、

ストレスの多いイライラする状況に直面した際

に、大切な資源を獲得して保護することの重要

性を取り上げている（Grandey & Cropanzano, 

1999）。CORの枠組みでは、資源は時間、エネ

ルギ ー、関 心として 定 義され る（Hobfoll, 

1989）。本研究では、COR理論に基づいて理論

的考察を行い、仕事が家庭生活に対して否定

的に干渉することが、重大な社会的ストレス因

子である（Jennings & McDougald, 2007）と

仮定する。これは、貴重な資源の枯渇を早める

ことで、強い情緒的消耗感（Wayne et al., 

2017）、幸福感の低下（Braunstein-Bercovitz, 

Frish-Burstein, & Benjamin, 2012）、およびス

トレスの増加（Anderson et al., 2002）を引き

起こす可能性がある。

COR理論の中核的原則によれば、個人はそ

の後、自分の資源の保護と保存に専念する

（Hobfoll, 2001）。COR理 論（Hobfoll, 1988, 

1989）は、個人が資源を回復したり感情的な緊

張レベルの増加に起因する資源損失の負のスパ

イラルを回避したりするために、いくつかの対

処メカニズムを採用する場合があることを示唆

している。第一に、心理的および生理的に消耗

した人は、貴重な資源を枯渇させるような状況

から撤退する可能性がある。第二に、彼らは職

場での関与のレベルを下げる場合がある。COR

理論は、仕事から家族への負の波及効果に対

処している女性起業家の状況によく適合する

（Mansour & Tremblay, 2018）が、これは、「資

源プール」を強化する上で家族が重要な資源と

なっているか、あるいは、家族が「資源プール」

の枯渇の根本原因となっているからである。

本研究では、以下のように仮定する。WFC

現象に直面している女性起業家は、最終的には

家庭生活を守るために事業からの撤退を検討し

始める、ということである。また、別の対処法

として、事業の規模と範囲を縮小することによ

り、事業活動拡大へのコミットメントが低下す

る可能性がある。こうした女性の主要な感情的・

身体的資源は回復する可能性はあるが、その対

処戦略は、モチベーションレベルの低下などの

悪影響を及ぼす可能性がある。

仕事の要求度-資源（JD-R）モデルは、幅広

い職業環境でタスクと職務を実行するために必

要な資源と、仕事の要求度との間の相互作用に

焦点を当てている（Demerouti et al., 2001）。

多くの研究者が、JD-Rモデルを、非人格化、

不眠症、不安などの個人のネガティブなパフォ

ーマンスの要因を調べるための厳密な理論的基

礎として認めている。JD-Rモデルは、要求度

－コントロールモデルや努力－報酬不均衡モデ

ルなど、個人の幸福感の他のモデルを置き換え

るために使用されることが多い。仕事の要求度

とは、「持続的な身体的または心理的（認知的

および感情的）な努力またはその両方を必要と

し、それゆえ特定の生理学的または心理的コス

トまたはその両方に関連する、仕事の身体的、

心理的、社会的、または組織的側面」を指す

（Schaufeli & Bakker, 2004, 296）。時間のプレ

ッシャーや業務過多などの仕事の要求度は、個

人のエネルギーの持続的な動員から生じる極度

の疲労の主な原因となることが多いと考えられ

ている。仕事の資源とは、「（1）仕事の要求と
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それに関連する生理的・心理的コストを削減し、

（2）仕事の目的の達成度に機能的であり、［且つ］

（3）個人の成長、学習、発達を刺激する、仕事

の身体的、心理的、社会的、または組織的な側

面」として定義される（Schaufeli & Bakker, 

2004: 296）。学者らは、仕事の資源が低いと、

個人の達成志向や自己効力感の信念が脅かさ

れるため、仕事関連の撤退意図が予測される、

と論じている（Bakker et al., 2005）。

具体的には、仕事の要求度が仕事の資源よ

りも過度に高い場合、精神的ストレスが強まる、

と学者らは仮定している。Demeroutiら（2004）

の研究では、過度の仕事のストレスで苦しんで

いる個人は、自らの行動が理由でさらなる要求

を経験し、物質的、社会的、個人的、またはエ

ネルギー的資源が不足する可能性がある、とい

う仮定を強調している。たとえば、仕事上の緊

張（すなわち、燃え尽き症候群、不安、非人格

化）を経験している人は、時間内に効率的に仕

事を終わらせる可能性が低く、時間のプレッシ

ャーや心理的作業負荷などにより更なるストレ

スを感じることになる。

これらの議論を考慮すると、JD-Rモデルは、

新型コロナウィルス感染症に関連するストレス

要因が起業家のパフォーマンスをどのように妨

げるかを明らかにするための有効な概念的枠組

みである、と結論付けることができる。当然の

ことながら、起業家は、長時間労働、役割の曖

昧さ、および経済的損失の潜在的なリスクから

来る欲求不満を常に経験しているため、過度の

仕事の要求による壊滅的な連鎖反応は、起業

家 に 重 大 な 影 響 を 及 ぼ す 可 能 性 が 高 い

（Kollman et al., 2019）。

起業家のストレス因子としての仕事と家庭の

葛藤

本研究の目的は、COR理論（Hobfoll, 2001）

とJD-Rモデル（Demerouti et al., 2004）の両

方を利用して、女性起業家のWFCの経験の根

底にある認知メカニズムの包括的な理論的枠組

みを構築・実証することである。本稿では、女

性起業家が事業を継続していく中で、仕事の要

求度が高まった結果、家族の責任を果たせなく

なり精神的苦痛に直面する、と仮定する。先行

する組織行動研究（Wayne et al., 2017）は、

家族との質の高い時間の不足に悩む女性起業

家が経験する欲求不満は、職場での心理的資

源を枯渇させ、幸福感を損なうことになる、と

論じている。

家族の領域に対する仕事の要求の有害な波

及効果は、多くの場合、仕事と家族の役割が対

立している状況で起こる。女性起業家は、男性

起業家よりもこの葛藤をより強く経験する可能

性が高い（Jennings & McDougald, 2007）。そ

うした過酷な状況は、多くの女性起業家に影響

を及ぼし続けている。なぜなら、彼女らが家事

の大部分を担っているからである（Shelton 

2006）。どの分野でも女性の役割は、女性が同

時に別の分野の役割も担っているため、一層困

難なものとなる。仕事と家族の要求を効果的に

やりくりするためには、女性起業家は、起業家

としての活動と家族活動の間に慎重な時間配分

を行う必要がある。Shelton（2006）は、女性

起業家が経験するWFCは、事業の成長の鈍化

を引き起こす、と主張している。この傾向は、

COR理論（Hobfoll, 2001）の「個人が資源枯

渇事象を強く経験するほど、心理的資本など個
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人資源の節約により負のストレススパイラルを

抑える動機が高まる」という議論と一致してい

る（Luthans, 2002）。仕事と家庭の両方で成功

しなければならないというプレッシャーを考え

ると、女性起業家は家庭での責任を果たすこと

が容易ではないため、失望したり動揺したりす

る可能性が高くなるのも当然である。女性起業

家の失望感は、家族の幸福を犠牲にして事業を

経営しなければならないという罪悪感にも深く

根ざしている。

仕事と家庭の葛藤と職務不満感

組織行動の分野では、職務不満感は従業員

の 幸 福 の 主 要 な 指 標 と 考 えら れ て い る

（Grandey et al., 2005）。本研究では女性起業家

は、仕事と生活両方の責任を果たすことが難し

いと感じたとき、自分の仕事に対して不満を持

つと推測する。その根底にある理論的根拠は、

女性が仕事と家族の役割の間で自分の時間と

心理的関与を均等に配分できないことから来る

ストレスに密接に関連している。Fredrickson

（1998）の拡張形成理論に基づいて、Eddleston 

& Powell（2012）は、資源を枯渇させるWFC

により、女性起業家は自信を失い、悲観的な感

情に支配される可能性があることを強調してい

る。たとえば、Netemeyerら（1996）は、米国

の南東部の大都市で182人の小学校と高等学校

の教師と管理者の仕事の満足度がWFCによっ

てどのように影響されたかを研究した。彼らは、

WFCのレベルが上がると、仕事の満足度が低

下すると同時に、仕事に対する不安・緊張、役

割の葛藤、役割のあいまいさのレベルが高くな

ることを発見した。同様に、米国のペンシルベ

ニア州に住む174人の既婚の女性従業員の分析

（Grandey et al., 2005）は、WFCと仕事の満足

度との間に横断的および縦断的に負の相関が

あることを示した。したがって、次の仮説を立

てる。

仮説1：  認識されているWFCは、職務不満感

と正の相関がある。

職務不満感と起業家の撤退意図

職務不満感が生じると、資源が枯渇する状

況にあっては、女性起業家は事業にとどまるた

めの感情的な資源が少なくなるため、起業から

撤退する意図をもつ可能性が高くなる場合があ

る。COR理論に基づくと、女性起業家は、起

業へのコミットメントを減らすことによって、

損失を最小限に抑え、乏しい資源を守ろうと努

める、と論じることもできる。Hobfoll（2001）は、

この防御的な戦略は、ストレスの多い出来事に

関連した否定的な感情の高まりに対する反応を

表していると主張している。女性起業家は、仕

事と家庭のバランスを維持する能力が足りない

ことへの不安や欲求不満の高まりにさらされる

と、起業家活動に専念することを減らす傾向が

ある（De Clercq et al., 2021）。逆に、仕事に満

足している女性起業家は、仕事の満足がストレ

ス因子の悪影響に耐えるのに役立つ心理的保

護となるため（Yan et al., 2021）、危機の時で

も熱心に事業活動を続けることができる（De 

Clercq et al., 2021）。したがって、仕事に対す

る満足度の欠如は、女性起業家の事業撤退の

意図に影響を与える可能性がある。したがって、

以下のことを提案する。
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仮説2：  職務不満感は、起業家の撤退意図と正

の相関がある。

職務不満感の媒介効果

仕事と生活の不均衡と起業家の撤退意図と

の関係性を説明する上で、職務不満感は媒介

的な役割を果たすことがこれまで議論がされて

きた。基本的な前提は、過度の仕事の要求度に

よって引き起こされる家族の領域に対する負の

波及効果が、女性起業家のキャリアに関連する

不確実性を引き起こし、エネルギー資源の枯渇

を止めるように促す、というものである。

Shelton（2006）は、起業家の幸福感を用いて

WFCを事業の業績に結び付ける一連の関係を

概念化した。ただし、この概念的枠組みの妥当

性については、実証的証拠はない。本研究では、

女性起業家が新型コロナウィルス感染症の条

件下で否定的な感情を経験することなく、起業

家精神から撤退する可能性は低い、と推測して

いる。したがって、以下のことを提案する。

仮説3：  女性起業家の職務不満感は、WFCと

事業からの撤退意図との間の正の関係

を媒介する。

幼児保育の調整効果

新型コロナウィルス危機下、柔軟な働き方に

対する重要性はより高っている。しかし、この

危機は、女性起業家の事業の持続可能性を不

当に脅かすものになっている。男性起業家と比

較して、女性起業家は、無給でフルタイムの育

児の責任と無給の家事労働に対処するのにより

多くの時間を費やしていると考えられている。

たとえば、UN Women（2020）は、少なくと

も6歳未満の子供を一人抱える女性の24%が、

1日あたり9時間以上を育児に費やしたという

証拠を示しているが、この割合はパンデミック

の間に36%に急上昇した。OECDの報告書

（2021年）によると、12歳以下の子供を持つ母

親（父親）の61.5%（22.4%）が無給の子育て

作業のほとんどを担当している。新型コロナウ

ィルス感染症の蔓延を防ぐために事業が閉鎖さ

れたロックダウン中、学校や保育施設も一時的

に長期間閉鎖された。小さな子供を持つ女性起

業家の多くは、フルタイムの育児サービスにア

クセスできず、子供たちが家に留まり、自宅で

学習することを余儀なくされた。したがって、

女性起業家は、デジタルで事業活動を続けるこ

とができたとしても、子供の世話、ホームスク

ーリング、家事など、家族に対する複数の役割

を果たすためにさらなる仕事量をこなす必要が

あった。

育児負担は、新型コロナウィルス感染症に

よって誘発されたWFCの影響を悪化させる可

能性があり、女性起業家が自分の仕事に不満

や不快を感じる可能性が高くなる。Hobfoll

（2001）のCOR理論の観点から考えられる理由

の1つは、女性起業家が独力で追加の育児負担

を負う必要があり、それが新型コロナウィルス

のパンデミックで経験するWFCに起因する精

神的ストレスをさらに増大させることになる、

ということである（Yan et al., 2021）。したがっ

て、家に子供がいることで心理的資源を使い果

たし、同時にWFCや他の起業家的ストレス因

子（資金源と他者からの社会的支援の欠如、お

よび時間的プレッシャーなど）に起因する欲求
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不満に悩まされることになるため、仕事にあま

り意味を見いだせなくなる可能性がある。小さ

な子供を育てながら仕事と家事を両立させるこ

とは、女性起業家に過度の負担をかけ、「女性」

と「起業家」の両方の役割を果たすことをより

困難にする可能性がある。

したがって、小さな子供を持つということは、

女性起業家が事業から離れるか、撤退意図を

決定づける可能性がある。干渉や精神的ストレ

ス、および仕事と家庭の望ましいバランスが達

成できなかったという認識に起因する不満のた

めである。家に小さな子供がいると、WFCが

起業家の撤退意図に及ぼす間接的な負の影響

を高める可能性が高い。したがって、以下を提

案する。

仮説4： 小さな子供を持つことは、職務不満感

を通じてWFCと起業家の撤退意図と

の間の間接的な関係を調整するが、そ

の間接的な関係は女性起業家に小さな

子供がいるときにより強くなる。

研究方法

サンプルと手順

本研究では、日本で事業を行っている現役の

女性起業家のデータを使用した。オンラインの

市場調査会社であるマクロミル社と共同で、女

性起業家たちに連絡を取り、オンラインアンケ

ート調査を実施した。アンケートを作成するた

めにいくつかの手順を実行した。まず、英語は

調査対象者の母国語ではないため、Brislin

（1970）に倣って、逆翻訳アプローチを採用した。

アンケートは、最初に英語で作成し、専門の翻

訳会社が日本語に翻訳した後、両言語に精通

している日本の学者と別の翻訳会社が英語に逆

翻訳した。このプロセスは、翻訳された項目全

体の一貫性、正確性、明確性を保証するため

に徹底的に行われた。さらに、自己申告の回答

から生じる可能性のある共通手法分散（CMV）

を軽減するために、項目の順序のランダム化や

一部の項目の逆符号化など、Podsakoffら（2003）

が提案したさまざまな措置を適用した。本調査

前には、5人の女性起業家を対象にパイロット

調査を実施し、そのフィードバックを使用して

調査項目の妥当性と精度の向上に役立てた。

WFCと起業家の撤退意図との関係における調

整・媒介メカニズムの複雑なモデルを考えると、

調査参加者が本研究のモデルを認知的に理解

する可能性は低いと考えられる（Chang et al., 

2010）。したがって、CMVはここでは重大な懸

念事項ではないと結論付けられる。

アンケートは、調査リンクを介して1631名の

女性起業家に配布された。618件の完全な回答

（37.9%）が得られた。サンプルサイズと回答率

は、女性起業家の行動と起業家の意思決定に

関する先行研究と同等である（Mari et al., 

2016）。

参加者の年齢プロファイルは次のとおりであ

る。19.59%が34歳以下であった。37.54%が35

歳 ～ 44歳、29.12%が45 ～ 54歳で、残りの

13.76%は55歳以上であった。参加者の事業は、

サービス、IC、卸売、小売、製造の5つのセク

ターに属していた。彼女らは主に初心者の起業

家（94.66%）であり、少なくとも1人の未成年

の子供（36.41%）がいた。回答者の起業活動
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の主な動機は、ワークライフバランスを見つけ

ること（84.79%）、次に自己実現を達成するこ

と（58.58%）、および高収入を得ること（54.85%）

であった。

尺度

特に明記されていない限り、以下の尺度項目

の回答形式は、7ポイントのリッカート尺度で

あり、「全くそうは思わない」（1）から、「非常

にそう思う」（7）までの範囲であった。

仕事と家庭の葛藤　先行研究（Netemeyer, 

Boles, & McMurrian 1996など）で開発された

5つの尺度を、新型コロナウィルス感染症の状

況に適合させた。サンプルステートメントには、

「このパンデミックの間、自分の仕事の要求あ

自分と家族の生活を妨げている」、「自分の仕事

にかかる時間の長さは、このパンデミックの間、

家族的責任を果たすことを困難にしている」、

「自分の仕事は、このパンデミックの間、家族

に対する務めを果たすことを困難にする緊張を

生み出すことはない」（逆のステートメント）が

ある。スケールは0.88の信頼性係数であり、一

般的に受け入れられているカットオフポイント

である0.70（Nunnally, 1978）を満たしていた。

平均は2.95で、標準偏差は1.45であった。

職務不満感　回答者は、Cammannら（1983）

が開発した3項目の尺度により、現在の起業家

としての道に満足していると報告した 。サン

プルステートメントは、「一般的に、私は起業

家として働くのが好きではない」と「一般的に、

私は自分の仕事が好きである」（逆コード化）

である。この構成概念のCronbachのαは0.70

であった。平均は2.93で、標準偏差は1.27であ

った。

小さな子供を持つ女性起業家　回答者は、0～

4歳の子供の有無について回答を求められた。

平均は0.12で、標準偏差は0.32であった。

起業家の撤退意図　この構成概念の操作化は、

Bluedorn（1982）から引用した。回答者に、現

在の起業の道から撤退したいと感じる程度を評

価するよう求める4項目の尺度を使用した。サ

ンプルステートメントには、「もし自分の思い通

りになれば、一年後には辞めて別の組織で働く」

「この仕事を辞めようと思うことがよくある」な

どがある。この測定値のCronbachのαは0.80

であり、これは一般的に受け入れられている信

頼性のレベルである0.70（Nunnally, 1978）を

上回っている。起業家の撤退意図の平均スコア

は2.70で、標準偏差は1.30であった。

コントロール変数　仮説を検証し、内生性の懸

念を緩和するために、本研究には、女性の起業

家精神に関する先行研究（De Clercq, Kaciak, 

& Thongpapanl, 2021; Liu, Schøtt, & Zhang, 

2019; Mari et al., 2016; Wijewardena et al., 

2020など）に倣って、さまざまな人口統計学的

因子、企業特有の因子、および業界特有の因

子が含まれている。個人レベルのコントロール

変数には、稼ぎ手（1 =はい、0 =いいえ）、年

齢（年）、学歴（1=中学校の卒業証書から7=

博士号まで）、業界での経験（年）、以前の起業

家としての経験（1 =はい、0 =いいえ）、およ
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び経済的懸念（1=まったく心配がない、から

7=経済的に経営が非常に困難と感じる、まで）

を含めている。企業固有の制御変数には、企業

の年数（年）が含まれる。また、知識集約型産

業（1=はい、0=いいえ）という業界固有の変

数もコントロール変数とした。Shelton（2006）

の議論に従い、成長志向（1=はい、0=いいえ）

をコントロール変数とした。なぜなら、成長志

向のない女性は、意図的に希望を下げ、自分の

事業を縮小することで、家族の領域に対する仕

事の要求の負の波及効果に対処する傾向があ

るからである。

ここで使用されている3つの構成概念（すな

わち、WFC、職務不満感、起業家の撤退意図）

を検証するために、従来の手順を採用した。ま

ず、バリマックス回転による探索的因子分析を

実施した。表1に示すように、因子負荷が0.50

（Zwick & Velicer 1986））未満であったため、

仕事と生活の葛藤に関連する1つの項目を除外

した。次に、確認的因子分析（CFA）を実行

して、SPSS AMOS 28.0ソフトウェアを使用し

て、測定モデルと、構成概念の次元、信頼性、

および妥当性を検証した。CFAは、関心のあ

る3つの変数が互いに異なることを確認した。

このモデルのカイ二乗は、統計的に有意であっ

た（カイ二乗= 112.61、p値= 0.000）。他の適

合度統計量は満足のいくものであった（適合度

指数［GFI］ = 0.97、比較適合指標［CFI］ = 

0.97、タッカー -ルイス指数［TLI］ = 0.96、お

よび 近 似 の 平 均 平 方 根 誤 差［RMSEA］ = 

0.05）。したがって、CFAは、3つの構成概念

の妥当性について強力な証拠を提供する。

1 2 3

仕事上の要求が、このパンデミック期間中、自分の家庭と家族の生活を妨げています。 0.832 0.137 0.083
仕事に占める時間が長いため、このパンデミック期間中は家族の責任を果たすことが困難になっています。 0.863 0.048 0.060
このパンデミックの期間中は、仕事に求められる要求のために、家庭で行いたいことがなされていません。 0.827 0.099 0.092
仕事が緊張を生み出すため、このパンデミック期間中は、家族の義務を果たすことが困難になっています。 0.308 0.066 0.199
仕事上の義務のため、このパンデミック期間中は、家族のための活動の計画を変更する必要があります。 0.853 0.106 0.009

概して、私は起業家として働きたくはありません。 0.029 -0.010 0.782
全体として、私は自分の仕事に満足していません。 0.057 0.255 0.764
概して、私は自分の仕事が好きです。（R） 0.149 0.232 0.750

自分の思い通りにするのであれば、1年後には別の組織で働きます。 0.108 0.807 0.172
今後12か月中に新しい仕事を探す予定です。 0.134 0.824 0.137
この仕事を辞めることを頻繁に考えます。 0.125 0.851 0.164
私のような仕事をしている人は、しばしば辞めることを考えます。 0.003 0.637 -0.123

3.900 2.181 1.466
32.500 18.180 12.220
0.877 0.704 0.798クロンバックのアルファ

項目

因子荷重

仕事と生活の葛藤

職務不満感

起業家の撤退の意向

固有値

説明された分散の％

表1　探索的因子分析（バリマックス回転）の結果

注：各測定を定義する項目の因子負荷は太字で示す。
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実証結果

表2は 調査変数の平均、標準偏差、ペアワ

イズ相関、および内部信頼性を示す。ピアソン

相関検定は、多重共線性の潜在的な脅威を示

していない。多重共線性の懸念がないことを確

認するために、分散拡大係数（VIF）を確認し

たが、VIFは閾値の10（Myers, 1990）を超え

ていなかった。予測変数（WFC）は、職務不

満感と密接に関連していた（0.20、p < 0.01）。

職務不満感は、起業家の撤退意図と正の相関が

あった（0.31、p < 0.01）。媒介に関する仮説を

テストし、Hayes（2013）が開発したPROCESS

マクロを使用して調整した。PROCESSマクロ

は、研究者がブートストラップ法の手 順

（Preacher et al., 2007）に基づいて媒介効果と

調整効果の強さを同時に調べることを可能にす

る経路解析ツールである。仮説1では、EFCの

レベルの上昇が職務不満感の増加につながるこ

とを提案した（β = 0.127、 p < 0.01）。

仮説2では、職務不満感は、起業家の撤退意

図と正の相関があることを提案した。職務不満

感が起業家の撤退意図に非常に有意で正の影

響を与えることを確認し（β = 0.214、 p < 

0.01）、したがって仮説2を支持する。本稿では、

職務不満感は、WFCが起業家の撤退意図を予

測するための媒介メカニズムであることを提案

した。表3に示すように、WFCが職務不満感

を通じて起業家の撤退意図に及ぼす間接的な

効果は正であり、統計的に有意であった（間接

的な効果= 0.034、SE = 0.011、90% CI：0.019

～ 0.054）。したがって、女性起業家はWFCに

遭遇すると、自分の仕事に失望したり動揺した

りして、その後、より高いレベルの撤退意図を

経験する可能性が高くなる、ということである。

これらの結果は当初の予測と一致しており、し

たがって仮説3を支持する。

次に、仮説4に目を向ける。この仮説が提案

したのは、WFCが職務不満感を通して起業家

の撤退意図に与える条件付き間接効果は、部分

的には女性起業家が新型コロナウィルスのパン

デミック中に自宅で世話をする小さな子供の存

在によって決定される、ということであった。

具体的には、家庭に小さな子供がいることが、

N 平均 SD α 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13
1 仕事と生活の葛藤 618 2.95 1.45 0.88 1
2 小さな子供 618 0.12 0.32 – 0.06 1
3 企業の年齢 618 5.07 3.06 – 0.05 0.03 1
4 稼ぎ手 618 0.36 0.48 – 0.03 -0.12 0.00 1
5 個人の年齢 618 43.19 9.77 – -0.01 -0.27 0.19 0.10 1
6 教育レベル 618 3.57 1.37 – 0.01 0.00 -0.01 -0.04 -0.07 1
7 業界経験 618 0.50 2.98 – 0.00 0.00 0.00 0.05 0.11 0.06 1
8 起業家としての以前の経験 618 0.05 0.23 – 0.00 0.02 -0.03 0.08 0.07 0.03 0.71 1
9 成長志向 618 0.28 0.45 – 0.12 0.09 -0.06 0.11 -0.12 0.05 0.10 0.14 1
10 経済的な心配 618 4.40 1.71 – 0.14 0.03 0.00 0.06 -0.09 -0.08 -0.08 -0.05 -0.01 1
11 知識ベース産業 618 0.09 0.28 – -0.03 0.06 0.03 0.01 0.04 0.09 0.20 0.18 0.03 -0.07 1
12 職務不満感 618 2.93 1.27 0.70 0.20 0.01 0.09 -0.03 0.01 -0.14 -0.04 0.00 -0.12 0.23 -0.04 1
13 起業家の撤退の意向 618 2.70 1.30 0.80 0.23 0.01 0.01 -0.01 0.00 -0.08 0.00 0.01 -0.05 0.34 -0.04 0.31 1

ピアソン相関

変数

注：太字の値は、0.01レベルでの統計的有意性を示す。SDは標準偏差を示す。

表2　記述統計と相関行列
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WFCに対処する個人の能力を損なう第1段階

の境界条件となる、と予想した。表3に示すよ

うに、職務不満感を予測する上で交差積項

（WFC×小さな子供）は有意である（係数= 

0.240、90% CI：0.083 ～ 0.398）。

図2に示すように、女性起業家が0～4歳の

小さな子供を自宅に抱えている場合、WFCと

職務不満感との正の関係がより強くなる。つま

り、女性起業家は、小さな子供の世話をする必

要を抱えながらWFCに遭遇すると、仕事に集

中出来ず大きなストレスを感じることになる。

したがって、これらの結果は、仮説4を完全に

支持することを示している。調整された媒介指

標も有意である（指標 = 0.051、90% CI：0.009

～ 0.098）。

表3で報告されているように、多くの制御変

数は統計的に有意であった。その結果、企業

の年数が職務不満感と正の相関を示している

（β = 0.030、p < 0.1）。学歴は、女性起業家の

職務不満感と負の関連があった（β = -0.112、 

p < 0.01）。成長志向は職務不満感と負の相関

があった（β = -0.371、 p < 0.01）。経済的懸念

は、職務不満感と起業家の撤退意図の両方に

正の相関があった（β = 0.144、 p <0.01）。

変数 係数 SE t値  LLCI ULCI
媒介変数モデル：職務不満感

定数 2.294 0.328 6.986 *** 1.753 2.835
仕事と生活の葛藤 0.127 0.036 3.480 *** 0.067 0.187
小さな子供 -0.761 0.338 -2.248 ** -1.318 -0.203
仕事と家庭の葛藤×小さな子供 0.240 0.096 2.508 ** 0.083 0.398
企業の年齢 0.030 0.016 1.874 * 0.004 0.057
稼ぎ手 -0.116 0.102 -1.136 -0.285 0.052
個人の年齢 0.000 0.005 0.049 -0.009 0.009
教育レベル -0.112 0.036 -3.158 *** -0.170 -0.054
業界経験 -0.025 0.023 -1.074 -0.063 0.013
起業家としての以前の経験 0.482 0.306 1.573 -0.023 0.986
成長志向 -0.371 0.111 -3.339 *** -0.553 -0.188
経済的な心配 0.144 0.029 5.011 *** 0.097 0.192
知識ベース産業 -0.067 0.173 -0.389 -0.353 0.218

従属変数モデル：起業家の撤退の意向

定数 0.810 0.324 2.499 ** 0.276 1.344
仕事と生活の葛藤 0.147 0.034 4.328 *** 0.091 0.203
職務不満感 0.214 0.040 5.382 *** 0.149 0.280
企業の年齢 -0.011 0.016 -0.683  -0.037 0.015
稼ぎ手 -0.066 0.100 -0.658 -0.231 0.099
個人の年齢 0.003 0.005 0.586 -0.005 0.011
教育レベル -0.031 0.035 -0.883  -0.089 0.268
業界経験 0.009 0.023 0.386 -0.029 0.046
起業家としての以前の経験 0.107 0.301 0.354 -0.389 0.603
成長志向 -0.116 0.110 -1.054  -0.297 0.065
経済的な心配 0.209 0.029 7.226 *** 0.161 0.257
知識ベース産業 -0.037 0.170 -0.219 -0.318 0.243

Yに対するXの間接的な影響

効果の大きさ BootSE BootLLCI BootULCI
職務不満感 0.034 0.011 0.019 0.054

Yに対するXの条件付き間接効果：

いいえ：小さな子供 0.027 0.036 0.012 0.046
はい：小さな子供 0.079 0.089 0.036 0.127

表3　調整された媒介結果（プロセスマクロ）

注：LL=下限、UL=上限、CI=信頼区間、5,000のブートストラップサンプルを使用した。
　　SE=標準エラー、N=618、* p < 0.10、** p < 0.05、*** p < 0.01
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考察と結論

新型コロナウィルス感染症の危機は、グロー

バル市場で需要と供給の両方の混乱を引き起こ

した深刻な大惨事である（Manolova et al., 

2020）。新型コロナウィルス感染症のショック

は、多くの女性起業家に対し多大な悪影響を及

ぼした。彼女らはパンデミック危機の間に相当

な収益を失い、より少ない収入で生計を立てな

ければならず、孤独感や絶望感に苛まれた。女

性起業家のほとんどは自営業であり、独立して

事業を営んでいることを忘れてはならない。

様々な国際機関から発表された報告書による

と、新型コロナウィルスのパンデミックによっ

て拍車がかかった未曾有の経済的不確実性が、

女性起業家の心理的・職業的幸福感に悪影響

を及ぼしたことが明らかになっている。それは、

家事の増大を克服する必要があると同時に、仕

事に関連する責任を果たす必要があったからで

ある。本研究は、特に新型コロナウィルス感染

症の条件下で、仕事と生活の不均衡と女性起

業家の撤退意図の複雑な関係性を実証的に究

明することを目的としている。世界中の各国政

府は、新型コロナウィルス感染症による負の経

済的ショックを緩和するために、いくつかの公

的財務支援策を実施している。しかし、この危

機の間、政府の支援が起業家の心理的・職業

的幸福の維持にどう役立つかを調べた詳細な

研究はほとんどない。

COR理論とJD-Rモデルの観点から、WFCは、

女性起業家の職務不満感を強めることで、間接

的に撤退意図を高める原因になることがわかっ

た。第二に、本研究は、負の境界条件としての

家族の状況（幼児の有無）によって、職務不満

感の高まりを通じて、仕事と家庭の不均衡が女

性起業家の撤退意図に与える悪影響を増強す

ることを究明した。本研究は、女性起業家は異

質な集団として捉えるべきであることを示唆し

ている（Fielden & Hunt 2011）。
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図2　職務不満感を予測する際の、仕事と生活の葛藤と小さな子供の存在の間の相互関係
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実用的な意義

本研究の結果は、実務家や政策立案者にと

って次のような意義がある。日々の仕事が家族

の責任に及ぼす負の干渉は、起業家にとって主

要なストレス因子である。社会に深く浸透して

いる家父長制的な期待と価値観によって特徴付

けられる日本では、WFCは、男性起業家より

も女性起業家にとってより深刻な問題である。

本研究の調査結果は、家庭で女性起業家が経

験する仕事に起因する家族への負担の悪化が、

短期的にも長期的にも起業の動機付けに悪影

響を及ぼす可能性があるという証拠を示してい

る。女性起業家には、WFCへの対処に精通し

ている経験豊富な女性起業家によるメンタリン

グやコーチングサービスなどの非経済的支援へ

もっとアクセスできることが必要である。公共

政策の観点から、特にメンターシッププログラ

ムは、成功した女性の役割モデル（Austin & 

Nauta, 2016）や小規模企業と起業家の諮問セ

ンター（Shelton 2006）に女性起業家を結び付

けることもできる。それらは、仕事と家庭の管

理戦略に関するカウンセリングサービスや感情

面および手段としてのサポートを、現在また将

来の女性起業家に提供することができる。一方、

Rigioniら（2021）は、ジェンダー平等を促進

するジェンダー・ニュートラルな税制を設計し

実施することの重要性を強調している。　また、

情報通信技術の使用も、特にコロナ後において

（Rigoni et al., 2021）、女性起業家を緊密なコミ

ュニティ内の他の女性たちと結びつけ、健康や

ジェンダー特有の問題に関連する情報を交換し

やすくするよう期待されている（Crittenden et 

al., 2019）。たとえば、経験豊富な女性が提供す

るオンラインコーチングセッションは、危機に

際して、有効な財務計画を導入し、仕事と家族

に対する責任をより適切に管理する方法に関す

るヒントから恩恵を得られるようにすることが

で き る（Hunt et al., 2019; Fielden & Hunt, 

2011）。オンラインコーチングは、正常な状態

に立ち返り回復力を発揮しようとする女性起業

家の感情的・社会的支援のニーズを満たすのに

役立つ。Torrèsら（2021）は、オンラインコー

チングは、女性起業家が人生の満足感を高めら

れる効果的な方法として役立つと主張して

いる。

さらに、eコーチングは、コーチの励ましと

思いやりのあるフィードバックを通じて、女性

起業家の自己効力感と忍耐力のレベルを高める

のに役立つ可能性がある。Torrèsら（2021）

の主張を反映して、中央政府と地域社会は、経

済回復のエンジンとしてウェビナーや精神的支

援施設などの非財務的支援を女性起業家に提

供する「起業家精神ケア」システムを構築する

ために指導力を発揮する必要がある。Afshan

ら（2021）もまた、ソーシャルメディアを通じ

た支援は、新型コロナウィルス感染症の状況

においても、女性起業家が決意と自尊心を保

つよう奨励できることを強調している。一体

感の高まりにより、同じコミュニティに属する

参加者とオンラインの集まりの両者が刺激を

受けて、両方の役割を果たす道徳的責任のた

めに、WFCの課題から生じる重大な問題をお

互いに助け合って解決するよう促されること

になる（Al-Omoush et al., 2021）。Facebook、

LinkedIn、Twitterなどのソーシャルメディア

ネットワークは、社会的関連性を強く意識して
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いるメンバーを助けて、支援希望者がキャリア

目標を追求する上で回復力と決断力を育むのに

役立つ可能性がある（Argyris & Xu, 2016）。

これは、危機に瀕しても、女性起業家の心理的

エンパワーメントに対する認知にプラスの影響

を与える可能性がある（Afshan et al., 2021）。

COR理論とJD-Rの考え方を拡張すると、前述

のミクロ、メソ、マクロレベルでの感情面およ

び手段上のサポートは、女性起業家が女性特

有の課題を克服し、パンデミックを生き残る能

力を高めるための重要な資源である。

限界と将来の研究の提案

本研究には極めて重要な理論的および実際

的な意義があるが、いくつかの方法論的限界が

ある。第一に、本研究は、ユニークな研究環境

として、東アジアの家父長制的な国である日本

にのみ焦点を当てている。そのため、研究結果

の一般化は限定される可能性がある。したがっ

て、将来の研究では、さまざまな国にまたがる

データを活用して研究モデルを追試する必要が

ある。これにより、文化的背景の違いによって、

異なるストレス因子が女性起業家の撤退意図を

引き起こすメカニズムがどのように強化または

減衰されるかを明らかにするのに役立つ可能性

がある。

第二に、本研究は、すべての構成要素に対

して自己報告の尺度を採用したが、これにより、

相関関係を誇張する問題を起こす可能性があ

る。社会的望ましさの潜在的な問題に取り組む

ために、将来の研究ではマルチソースのテスト

を 実 施 す る 必 要 が あ る（Podsakoff et al., 

2003）。たとえば、WFCに対する配偶者の評価

は、単一情報源のバイアスに効果的に対処でき

る可能性がある（Grandey et al., 2005）。

最後に、新型コロナウィルスのパンデミック

が最近の現象であることを考えると、現在のと

ころ、パンデミックが個人の行動や企業の戦略

的変化に与える影響を研究者が調べることので

きる信頼に足るデータベースは存在しない。し

たがって、本研究を拡張する際には、研究者は

自分でアンケートを配布することによってデー

タを収集することができる。また、「新規開業

パネル調査データ」などの二次データを使用す

ることもできる。新型コロナウィルス感染症の

危機によってもたらされた景気後退などストレ

スの多いライフイベントの影響をより正確に理

解するには、研究者は職務不満感とその前兆に

対する認識の変化を調べる必要がある。アンケ

ート調査を使用して詳細情報を収集および分析

することは可能であるが、因果推論を検証でき

る縦断的データセットを構築することは困難で

ある。さまざまな時点でのデータ収集は、特に

起業家精神の分野での調査主導型の研究にと

っては大きな課題である。一方、パネルデータ

のアプローチは、逆因果律の問題を克服し、因

果関係を特定するのに役立つ。ただし、パネル

データは、多くの場合、具体的な情報が不足し

ている。前述の欠点を回避するには、混合方式

のアプローチを採用する価値がある。言い換え

れば、女性起業家にとって大きな脅威である新

型コロナウィルスのパンデミックが、女性起業

家の幸福感や事業のパフォーマンスにどの程度

影響を及ぼしたかを研究者が調べる際には、定

量的方法と定性的方法の両方を実施することが

必要である。
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